研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　庶務Ｔ　　　　　　　　　職　種　　　　　　　　氏　名　尾田　宇江

	期　　間　　平成　19年　10月　2日　～　平成　　19年　　10月　　3日

	出張目的　甲種防火管理講習受講　　　　　　　　　　　　　　　

	出 張 先　三沢市国際交流教育センター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


考察

　「防火管理者」とは多数の者が出入りし、勤務し、又は居住する防火対象物の管理について権限を有する者であるが、消防計画などを作成するだけでなく施設、対象者すべての安全、防火に努めなければならないのであると勉強しました。

講習にあたり、実際の火災事例や災害事例にも触れ、より身近にある、火災、災害を対象としてみることが出来たので勉強になりました。

防火とはいえ人的災害のみならず自然災害などにも注意が必要であり、そのことについても供えなければならないと感じました。

夜間の災害において火事であれ地震であれ決められた時間内に南山苑の入所者全てを速やかに非難させるということは大変なことであるけれども日ごろからの防災意識が災害に直面した際の行動になるのだと思い、訓練の大切さを感じました。

実地訓練では消火器を使いまた、消火栓ホースを使い体験しました。

　この経験を生かし防火管理者として防火に努めたいと思います。

要旨

　第1章

　　『防火管理の意義と制度の概要』

火災はいつ、どこで、思いもよらぬ要因により発生するかわかりません

放火や人々の不注意によって発生し、火災の発見の遅れや、初期消火の対応のまずさ、防火設備の不備等により、被害をより大きくしています。

過去例

昭和45年5月発生デパート火災

　地下1階地上7階の建物

当時3階で改装工事中、午後10時頃3階より火災発生、7階にてキャバレー営業中、この火災により客、従業員118名死亡81名負傷。

この火災の大惨事になった原因は？

1） 初期消火の失敗⇒初期消化が有効ではなく防火ｼｬｯﾀｰ等の不備

2） 建物全体の連絡協力体制の不備⇒非常時の連絡網が日ごろより取れておらず3階の火災が7階に直ぐに連絡されることがなかった。

3） 非常口の施錠⇒4箇所の非常口の内3箇所が施錠され1箇所も従業員のみが知っていた

4） 避難誘導の不適、非難時期の遅れ⇒組織的に誘導された形跡がなく避難訓練が行なわれていなかったようだ

上記のように防火管理が出来ていないと思わぬ惨事になってしますものである

防火管理の意義は「自分のところは自分で守る」という自主管理の原則です、自らの命や財産は、自らが守るのは当然である。

「防火対象物」とは、火災予防の対象となる全てのものを言う。

防火管理が義務づけられている防火対象物は「多数の者が出入りし、勤務し、又は居住する防火対象物で法令で定められているもの」

「特定防火対象物」とは火災が発生した場合に人命に及ぼす危険性が高い施設等をいう

管理権原者とは！
防火対象物の所有者や賃貸人

1） 管理責任

2） 防火管理者選任⇒選任届を出す

3） 防火乖離業務の監督責任

防火管理者とは！
消防法第8条第1項に基づき、管理権原者によって選任される防火管理責任者

甲種防火管理新規講習を終了した者がなれる

第２章

　『下記取扱いの基本知識と出火防止対策』

火災の基礎知識

燃焼の定義⇒燃焼とは酸化反応に伴う発熱によって温度が上昇し、その結果として発せられる熱幅射線の波長及び強さが光として肉眼に感じるに至っているもの

燃焼の条件⇒燃焼の三要素（可燃物、酸素、熱源）

燃焼形態⇒形状により燃焼の形態は違ってくる

燃焼範囲⇒可燃ガスと空気とが適当な割合で混合された場合起こる。燃焼の起こる濃度範囲（燃焼範囲または爆発範囲という）

引火と発火⇒引火（可燃性の液体や固体の表面に小さな熱を近づけて加熱した時その熱源によって炎を発して燃え始める現象）

　　　　　　発火（可燃物を空気中で加熱したときに、表面などに熱源を近づけなくてもそのものを加熱していくことで自ら炎を発して燃え始める事）

発火点とは⇒この発火する時の最も低い温度

爆発⇒物質が物理的又は化学的に反応して急激に膨張する事によって起こる圧力の上昇現象（ガス爆発･粉塵爆発・混合爆発などがある）

消化

1） 冷却消化法→水を掛けル方法

2） 窒息消化法→酸素の供給を断つ方法燃焼物を覆う方法

3） 除去消化法→山火事などからまだ燃焼していない部分を切り離し防御線を作る方法

4） 希釈消化法→可燃性ガスの濃度や可燃物の組織を燃焼限界以下に薄める方法

5） その他の消化法→ハロゲン化物などその反応を抑制する物質を用いて燃焼を断ち切る方法

火気管理

火気を使用する器具等

　建物及び可燃物から火災予防上安全な距離として以下に定められている距離以上の距離を保って使用すること。

· 各市町村の火災予防条例

· 対象火気設備等及び対象火気器具等の隔離距離に関する基準

火気使用取扱いの監督

1） 一般的留意事項（火元責任者を明確に･火気使用の際は防火管理者の承認を得る等）

2） 喫煙管理（従業員等に対する喫煙管理の不徹底や客に対する配慮が欠けた点も見られるが、当施設に出入りするすべての人に対する喫煙管理の徹底が不可欠です。）

3） 劇場・百貨店等における喫煙等の制限（「禁煙」「火気厳禁」「危険物持込厳禁」）

4） 焚き火の制限（たき火を行なう場所の制限・平常気象時の遵守・火災警報発令時の規制）

放火防止対策

放火と放火の疑いに出荷時刻は20時以降翌朝6時までの夜間から明け方にかけてが特に多い

第3章

　『危険物の安全管理』

危険物施設区分

1） 製造所（さまざまな作業工程を経て最終的に危険物を製造する施設）

2） 貯蔵所（危険物の形態によって細分される）

3） 取扱所（危険物の形態によって細分される）

指定可燃物（危険物の規制に関する政令別表第4）

第4章

『地震対策』

地震用語

· マグニチュード→エネルギーの大きさ

· 震度→地震動の強さ

· ガル→加速度

· 地震波→震源から四方に波となってゆれる波

· 活断層→活動されると予想される断層

職場の地震対策

· 出火防止対策

· 建築物施設等にける事前の出火防止対策

· 津波対策

· 消防計画に基づく地震対策

· 防災教育・訓練

第5書

『施設･設備の維持管理』

施設・設備の維持管理

1） 消火設備

・　消火器（粉末消火器･強化液消火器･泡消火器･二酸化炭素消火器・ハロゲン消火器などの種類がある）

· 屋内消火栓設備（1号消火栓・2号消火栓・易操作性1号消火栓などの種類がある）

· スプリンクラー設備（放水型スプリンクラーヘッド・閉鎖型スプリンクラーへッド･開放型スプリンクラーヘッド等の種類がある）

2） 警報設備

· 自動火災報知設備（熱感知器・煙間知器・炎感知器等がある）

· 非常警報設備（非常ベル・非常放送設備等がある）

3） 避難設備

· 避難器具（すべり台・救助袋・緩降機・避難はしご・避難ロープ・避難用たらっぷ・避難橋・すべり棒等がある）

· 各階に適応する非難器具

· 誘導等・誘導標識

4） 消防用水・消火活動上必要な施設

· 消防用水（防火水槽・防水層・貯水槽・貯水池・プール）

· 排煙設備

· 連結散水設備

· 連結送水管

· 非常コンセント設備

· 無線通信補助設備

防火・避難施設の種類と役割

1） 防火施設（防火区画・防火設備「防火戸」「防火ｼｬｯﾀｰ」・防火ダンパー等種類がある）

2） 避難施設（避難通路・非難口・階段「直通階段」「特別避難階段・排煙設備・バルコニー・非常用進入口・非常用エレベーター等を使用する）

点検体制の確立の必要性

1） 点検の種類→定期点検･日常点検

点検の結果は消防法施行規則によって、特別防火対象物については1年に1回、非特定防火対象物については3年に1回、消防長又は消防所長あてに報告する事が義務付けられている。

2） 日常点検の要因→消火設備・警報設備・避難設備･消防用水・消火活動上必要な施設などの点検を実施する）

第6章

『自衛消防』

訓練（消防法第8条では、一定規模以上の事業所の管理について権限を有する者は防火管理者を選任し、消防計画を作成させ、この計画に基づき消火、通報及び避難訓練を実施しなければならない

火災発見→通報・連絡（事業所内への連絡含む）→初期消火→避難誘導→安全防御措置→

消防対への引継ぎ

教育(自分の役割や任務を知らなければ単に決められているというだけの実効性のないものとなって、防火管理の目的を達成できません適時、適正な防災教育が大切)

第7章

『防火管理の進め方と防火計画』

1） 防火管理の進め方⇒管理権原が分かれている防火対象物ではそれぞれの事業所が協力し合い統一した防火管理を推進する必要がある。「災害予防管理」「災害活動管理」

2） 消防計画→消防計画とは管理権原者の指示を受け防火管理者が作成

　　　　　　→防火管理者に選任後直ちに作成

　　　　　　→防火対象物の用途・構造･規模・設備･営業又は操業の形態等を十分に踏まえてその実態に即し他計画を作成する事が必要

3） 防火管理者の責務→防火管理業務を遂行する上で管理権原者などの上層部の理解が得られなかっ　　　　　　

たり必要な予算措置が講じられないといった困難も予想される。職務放棄することなく自らの権限の範囲で出来る限りの措置を講じると共に、上層部への説明や意見の上申などを繰り返し行なわなければならない。

　　　　　　　　　　→日ごろより自己研鑚に努めると共に、消防計画に定められた防火管理対策を従業員等の協力を得て組織的に推進する為注意する。
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